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宮崎県農政水産部長 殿

農林水産省消費・安全局動物衛生課長
農林水産省生産局畜産部畜産企画課長
農 林 水 産省 経 営 局金 融 調 整 課長

高病原性鳥インフルエンザに対する経営支援対策の周知等につ
いて

日頃から、地域畜産の振興に御尽力頂き感謝申し上げます。
今般の貴県における高病原性鳥インフルエンザの疑似患畜の確認等に伴

い、発生農場及び移動制限区域内の農場を中心に養家きん農家等が経済的
影響を受け、経営に支障を来すことが懸念されるところです。
つきましては、別添経営支援対策について、発生農家等関係者に対して

改めて周知方お願いいたします。
また、経営支援対策に係る農家からの各種申請、県における計画審査・

承認等におきましては、できる限り速やかにその手続が行われますよう重
ねてお願いいたします。

（別添）
１．高病原性鳥インフルエンザ発生に係る経営支援対策について
２．家畜伝染病予防費の概要
３．家畜疾病経営維持資金のＰＲ版
４．畜産経営維持安定特別対策事業による農業信用基金協会に対する支援
５．農林漁業セーフティネット資金のＰＲ版
６．家畜防疫互助事業のパンフ
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念される農家等関係者に対して改めて周知方お願いいたします。
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１①高病原性鳥インフルエンザに対する経営支援対策について

農 業 者
区 分

発生農家 移動制限・搬出制限区域内 移動制限・搬出制限区域外（全国）

家伝法で ○殺処分家畜等に対する手当金 ○農家に対する助成措置

の支援 （患畜：家畜の評価額の1/3） 売上減少額又は飼料費・保管費

（疑似患畜：家畜の評価額の4/5） ・輸送費等の増加額を国(1/2)と県

○殺処分家畜等に対する特別手当 (1/2)で全額助成

金

（患畜：家畜の評価額の2/3）

（疑似患畜：家畜の評価額の1/5）

○死体、汚染物品の焼埋却に要し

た費用に対する交付金（１／２）

（場合によっては都道府県が焼埋

却を実施）

融資 ○家畜疾病経営維持資金のうち ○家畜疾病経営維持資金のうち ○家畜疾病経営維持資金のうち

経営再開資金 経営継続資金 経営維持資金

（利率は
H26.11.20 （・貸付対象：飼料費、ヒナ購入費、雇用労賃、その他経営の再開継続又は維持に必要な経費）

現在）
・貸付限度額：個人２千万円 ・貸付限度額：５２千円/100羽 ･貸付限度額：５２千円/100羽

法人８千万円

・償還期限：５年（据置２年） ・償還期限：３年（据置１年） ･償還期限：３年（据置１年）

・貸付利率：１．０２５％ ・貸付利率：１．０２５％ ･貸付利率：０．８０％

○農林漁業セーフティネット資金(日本政策金融公庫農林水産事業）

・貸付対象 ：経営の維持安定に必要な資金

・貸付限度額：経営費の３か月分（※）又は６００万円

・償還期限 ：１０年以内 (据置３年以内)

・貸付利率 ：０．３５～０．４５％

○都道府県農業信用基金協会の弁済金に対する助成



１②家畜防疫互助事業加入者の場合

農 業 者
区 分

発生農家 移動制限・搬出制限区域内 移動制限・搬出制限区域外（全国）

家畜防疫互 ○新たに鶏及びうずらを導入し、経営を再開する場
助基金支援 合には、経営支援互助金を交付。
事業

上限単価
家族型 企業型

採卵鶏（成鶏） 730円/羽 870円/羽
〃 （育成） 330円/羽 400円/羽

鶏 肉用鶏 20円/羽 25円/羽
種鶏（成鶏） 990円/羽 1,220円/羽

〃（育成） 460円/羽 560円/羽
う ず ら 200円/羽

企業型：常時雇用する従業員（事業主と生計を一
にするものを除く。）の数が１人以上の養鶏業
を主たる事業とする事業主又は会社が加入可能。

家族型：企業型の加入条件に該当しない者。（企
業型の加入条件に該当する場合であっても、家
族型での加入は可能）

○殺処分した鶏及びうずらを焼・埋却した場合には、
焼却・埋却等互助金を交付。

上限単価：鶏、うずらともに80円/羽



２①患畜処理手当等交付金（継続）

【９２３（９２３）百万円】

対策のポイント
家畜伝染病予防法に基づき、口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザ等の家畜の

伝染性疾病のまん延防止を図ります。

＜背景／課題＞
・家畜伝染病予防法に基づき、都道府県は、口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザ等の

家畜の伝染性疾病の発生予防及びまん延防止のための措置を講ずることとされてい

ます。

・平成22年４月に宮崎県で発生した292例の口蹄疫、同年11月から翌年３月にかけて発

生した９県24例の高病原性鳥インフルエンザについては、家畜伝染病予防法に基づ

いて実施したまん延防止措置により、国内の清浄化を達成することができました。

・しかしながら、依然として、近隣のアジア諸国を含めた世界各地で、口蹄疫、高病

原性鳥インフルエンザ、豚コレラ等の国際的に家畜の生産に大きな被害を及ぼして

いる家畜の伝染性疾病が発生しており、これらの疾病の病原体が我が国に侵入する

ことが危惧されています。

・このため、引き続き、家畜伝染病予防法及びこれに基づく特定家畜伝染病防疫指針

等に即した防疫体制を維持する必要があります。

政策目標
安全な畜産物の安定的な供給に資する主要な家畜の伝染性疾病の

まん延防止

＜内容＞
１．事業内容

家畜伝染病予防法の規定により、と殺された家畜に対する手当金やその死体の焼

却等に要した費用の全部又は一部を家畜等の所有者に交付します。

また、口蹄疫・高病原性鳥インフルエンザ等の患畜等については、通常の手当金

と合わせて特別手当金を交付し、評価額全額を交付するとともに、予防的に殺処分

された家畜に対して支払われる補償金などを交付します。

２．交付先 家畜等の所有者

３．交付率 10／10、１／２
（法律補助）

４．事業実施期間 昭和19年度～

[お問い合わせ先：消費・安全局動物衛生課 (０３－３５０２－８２９２)]

［平成26年度予算の概要］



２②家畜伝染病予防費の概要

該 当 条 文 内 容 負 担 率 等 交 付 先

１ 法第５８条関係 （１）患畜の殺処分手当金 評価額の1/3（上限額あり）

（へい殺畜等手当金） （２）ブルセラ病、結核病、ヨーネ病又は馬伝染性貧血の患畜の 評価額の4/5（上限額あり） 個 人
動物又は物品の所有者に対 殺処分手当金 （所有者）
する手当金等の交付 （３）疑似患畜の殺処分手当金 評価額の4/5

（４）検査等の事故畜（死亡畜又は死流産胎児）に対する手当金 評価額の10/10
（５）焼却又は埋却した物品に対する手当金（腐蛆病等） 評価額の4/5
（６）殺処分した患畜に対する特別手当金 評価額の2/3
（７）殺処分した疑似患畜に対する特別手当金 評価額の1/5
（８）焼却又は埋却した物品に対する特別手当金 評価額の1/5

２ 法第５９条関係 （１）殺処分した家畜の死体の焼却又は埋却に要した費用 1/2
（へい殺畜等焼却埋却費交付金） （２）汚染物品の焼却又は埋却に要した費用 1/2 個 人

動物の死体又は物品の所有 （所有者）
者に対する焼埋却費の交付

３ 法第６０条関係 （１）家畜防疫員旅費 10/10（寄生虫病予防は1/2)

（家畜伝染病予防費負担金） （２）評価人の手当及び旅費 10/10 都道府県
知事又は家畜防疫員が法を （３）雇入獣医師手当 1/2
執行するのに必要な費用の （４）牛疫予防液の購入費又は製造費 10/10
負担 （５）（４）以外の動生剤の購入費又は製造費 1/2

（６）農林水産大臣の指定する薬品の購入費 10/10（寄生虫病予防は1/2)

（７）農林水産大臣の指定する衛生資材の購入費又は賃借料 1/2
（８）農林水産大臣の指定する消毒に要した費用 1/2
（９）農林水産大臣の指定する焼却又は埋却に要した費用 1/2（指定家畜は10/10)

（10）特定家畜等の移動制限等に起因する売上げの減少額又は費 1/2
用の増加額に相当する負担

４ 法第６０条の２関係 （１）殺処分した指定家畜に対する補償金 評価額の10/10

（指定家畜補償金等） （２）指定家畜の死体の焼却又は埋却に要した費用 10/10 個 人

指定家畜等の所有者に対す （３）指定家畜の飼料費その他の飼養に要した費用 10/10 （所有者）

る補償金の交付



３①家畜疾病経営維持資金融通事業

１ 事業の目的

畜産経営においてＴＳＥ（ＢＳＥ、スクレイピー等）、高病原性鳥インフルエ
ンザ、豚コレラ、口蹄疫等広範囲に影響を与える家畜伝染病等が発生した場合
には、患畜の殺処分、家畜の移動制限等の措置がとられることとなる。

このような場合に、畜産経営の再開、継続及び維持に必要な家畜の導入、飼
料・営農資材の購入等に要する資金を融通し、畜産経営の維持に資するものと
する。

２ 事業の内容

（１）貸付対象者

① 経営再開資金
広範囲に影響を与える家畜伝染病等の発生に伴う家畜等の処分により経営

の停止又はこれに準ずる深刻な影響を受けた者

② 経営継続資金
・広範囲に影響を与える家畜伝染病等の発生に伴う家畜及び畜産物の移動・

搬出制限等により経営継続が困難となった者

③ 経営維持資金
広範囲に影響を与える家畜伝染病等の発生により、深刻な経済的影響を受

けた者

（２）資金使途
家畜の導入、飼料・営農資材等の購入、雇用労賃の支払い等畜産経営の再

開、継続及び維持に必要な営農経費

（３）貸付条件（利率は平成26年11月20日現在）

経営再開資金 経営継続資金 経営維持資金
貸 付 限 度 額 (一般) (１頭当たり,100羽当たり） (100羽当たり)

個人 乳用牛13万円、肥育用牛13 家きん52千円
2,000万円 万円、繁殖用雌牛65千円、

法人 肥育豚13千円、繁殖豚26千
8,000万円 円、家きん52千円、繁殖用

めん羊及び山羊13千円
(特認:口蹄疫特例)

飼養頭数等を勘案し

て経営体毎に貸付額

を判断

償 還 期 限 ５年以内 ３年以内
うち据置期間 ２年以内 １年以内

貸 付 利 率 １.０２５％以内 ０.８０％以内
利 子 補 給 率 １.０２５％ １.０１％

３ 融資機関 農協、農協連、農林中央金庫、銀行等

４ 事業実施主体 （公社）中央畜産会

５ 融資枠（平成24～28年度） ２５０億円

担当課：生産局畜産部畜産企画課
代表 03-3502-8111 内線 4893
担当者：川本、幸野



   ⑤経営維持計画の提出（経由） ⑥経営維持計画承認

　 （要綱別紙様式2号） 　（個人2,000万円超、法人8,000万円超）

   （個人2,000万円超、法人8,000万円超）

（通知）

　④経営維持計画に意見を付して提出 ⑦経営維持計画の

　（要綱別紙様式第2号）   承認通知（経由）

　（個人2,000万円超、法人8,000万円超） （個人2,000万円、

　  　 ④経営維持計画の承認報告 法人8,000万円超）

　　  （個人2,000万円以下、法人8,000万円以下）

　   ⑧経営維持計画 　　⑩貸付実行 ⑪貸付実行

       の承認通知       の確認   報告

　　　（④を含む）

   　  保証申込

農業信用
　　　　（利子補給）

基金協会   　   債務保証

　⑨ 資金融資

　③経営維持計画の審査
　　→④（個人2,000万円以下、法人8,000万円以下）承認

　　　　　　　　　（注）経営継続・維持資金は、個人2,000万円超、法人8,000万円超が機構理事長承認

影 響 を 受 け た 畜 産 経 営 体

３②家畜疾病経営維持資金融通事業事務フロー図

（経営継続・維持、再開資金）

独立行政法人　農　畜　産　業　振　興　機　構

（公社）　 中 　　　央　　　 畜 　　　産　　　 会

 融 資 機 関（農協、銀行、信用金庫等）

都 道 府 県 知 事

融資機関の原資

地元機関

（県・市町村等）

利
子
補
給
契
約
締
結

（
貸
付
実
行
前
）

⑫
利
子
補
給
請
求

（
知
事
承
認
後
）
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補
給

② 経営維持計画の内容審査・
意見を付して提出

① 経営維持計画作成・提出
（要綱別紙様式第1－１号（再開))

（要綱別紙様式第1－２号（継続･維持)）



４① 畜産経営維持安定特別対策事業

１ 趣旨

家畜疾病、飼料費高騰等広範囲に影響を与える事態の発生に

より経済的に影響を受けた畜産経営の維持安定に必要な資金の

円滑な融通を図るため、農業信用保証保険制度における機関保

証を支援し、もって我が国畜産経営の安定に資する。

２ 事業内容

（１）対象資金 ①大家畜経営維持資金

②ＢＳＥ対応畜産経営安定資金

③大家畜経営改善償還推進資金

④家畜疾病経営維持資金

⑤家畜飼料特別支援資金

（２）融資機関 農協、銀行、信用金庫等

（３）保証機関 都道府県農業信用基金協会

（４）支援内容 代位弁済発生後、都道府県農業信用基金協会

を支援する。

３ 事業実施主体 （一社）全国畜産経営安定基金協会



４②

畜産経営維持安定特別対策事業による農業信用基金協会に対する支援

農業信用保証保険制度

独立行政法人

農林漁業信用基金

保証保険 保険金

債務保証

額の 70%

一般社団法人

特別支援金 全国畜産経営安定基金協会

都道府県農業信用基金協会

（損失補てん） 畜産経営維持安定

特別対策基金

債務保証 代位弁済

融資機関（農協、銀行等） ※ 代位弁済発生後、都道府県農業

信用基金協会の負担相当額を支援。

これにより、担保・保証人

が十分でない場合であっても

融資の円滑化が図られるよう

融資 返済不能 にする。

畜 産 経 営 者



５ 農林漁業セーフティネット資金の概要

【一時的影響に緊急的に対応するために必要な長期資金の借入れ】

自然災害や、社会的・経済的環境変化等により、農林漁業経営の維持安
定が困難な農林漁業者に対し、一時的影響に緊急的に対応するために必要
な長期資金を日本政策金融公庫が融資します。

① 認定農業者(※1)

② 主業農林漁業者（農林漁業所得が総所得の過半(法人にあっては総売上高の過半)

を占めるもの又は粗収益が200万円以上(法人にあっては1,000

万円以上)であるもの）

③ 認定新規就農者(※2)

④ 集落営農組織

（※1）認定農業者とは、農業経営基盤強化促進法に規定する農業経営改善計画を作成して市町村長
の認定を受けた方をいいます。

（※2）認定新規就農者とは、農業経営基盤強化促進法に規定する青年等就農計画を作成して市町村
長の認定を受けた方をいいます。

（１）資金の使途

① 災害(台風、冷害、干ばつ、地震等の自然災害)により被害を受けた農林漁業

経営の再建に必要な資金

② 法令に基づく行政処分(ＢＳＥ、鳥インフルエンザ等による殺処分、移動制限

等)により経済的損失を受けた農林漁業経営の維持安定に必要な資金

③ 社会的・経済的環境の変化等により経営状況等が悪化している場合（※）に

農林漁業者の経営の維持安定に必要な資金

（※）売上の減少(前期比10％以上)、所得率が前期に比べ悪化、農林水産物価格の低下又は資材
等(原油、飼料等）の価格高騰、取引先の破綻による売掛金の回収不能など

（２）借入限度額 ① 簿記記帳を行っている場合：年間経営費の3/12又は粗収益の

3/12に相当する額のいずれか低い額

② ①以外の場合：600万円

（３）借入金利: 借入期間に応じて、０.３５～０.４５％ (平成26年11月20日現在)

（４）償還期限：１０年以内(うち据置期間３年以内)

㈱日本政策金融公庫(沖縄県にあっては、沖縄公庫)

借入希望者は、最寄りの窓口機関（公庫・農協・銀行等）に必要書類(※)を提出

※ 必要書類については、最寄りの窓口機関にお問い合わせ下さい。

□㈱日本政策金融公庫の各支店（本店フリーコールTEL:0120-926-478）

□沖縄公庫（TEL:098-941-1840）

□最寄りの信用農協連合会 など
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